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講師紹介

水谷 成吾

有限責任監査法人トーマツ シニアマネジャー

代表的なプロジェクト

 JA業界（制度構築支援）

– 正規職員を対象にした人事制度構築・導入支援

– 有期契約職員の戦力化に向けた人事制度の構築・導入支援

 JA業界（人材育成／人材活用）

– 階層別研修の企画・実施

– 信用・共済事業での要員構造診断・要員配置基準の策定支援

 JA業界（その他）

– 第38回JA徳島大会での基調講演

– 平成30年度 群馬県JA-TACパワーアップ大会での基調講演

– 総代研修会での記念講演 等

 著作等

– 「相続相談ができる農協職員になるための7つのステップ」（共著：全国共同出版）

– 「支店長力を高める7つのステップ」（共著：全国共同出版）

– 「できる副支店長になるための7つのステップ」（共著：全国共同出版）

– 「『農協人』を育成するための人事制度改革」（全国共同出版）

– 「農協を変える真の改革」「全国共同出版）

– JA経営実務において農協の課題や農協のあるべき人事制度について連載

トーマツグループ入社後、JA業界や食品業界などを対象に、中期経営計画策定支援、営業戦略策定支
援、人事制度設計・導入支援、組織と人材変革支援など多角的なコンサルティングサービスを提供
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中期計画策定の実態
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危機感のない職員による「今のまま」を望む中期計画では環境変化に対応できません

現状維持を望む職員

安定した環境のもと、すぐれたビジネスモデル（安定経営の仕組み）が
機能してきた結果、中期計画においても、これまで通りのことを、これま
で以上にがんばると定めるだけで問題ありませんでした

今までの環境

◼外部環境の変化に目を向けなくても利益

が出ていたため、市場や農協を取り巻く環

境変化に鈍感になっています

◼環境変化に気付いても自己正当化と責任

転嫁で問題意識を感じない職員が存在し

ています

環境変化に鈍感な職員

◼過去の成功体験に執着し、少しでも否定的

なことを投げかけられると反射的に抵抗し

ます

◼どんな提案にも反対する理由を見つけ、上

手くいかない言い訳を並べ、現状のやり方

に問題があったとしても、現状のままでい

ることで安心しています

変わることに抵抗する職員
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（参考）本来、農協の進むべき方向を示し、職員（の気持ち）を動かすはずの中期経営
計画が職員に受け入れられず形骸化しています

中期経営計画の問題点

理想論や前年対比にもとづく目標設定であり、現場の職員の目標数値に対する納得感が低く中期経営計

画が形骸化しています

◼ 環境変化を反映せず前年対比で目標設定されているため、職員の目標に対する必達の意識がない

◼ 形式的に整えられているだけで役職員の想いが反映されていないために、実行段階において不満・言

い訳ばかりでてくる

組合の都合が優先され、短期的な予算達成や収支改善ありきの計画で、組合員・利用者の関心が置き去

りにされており、職員の共感を得られず中期経営計画が形骸化しています

◼ 事業別の計画数値をまとめただけで、組合員・利用者、職員に対して「農協が何をすべきなのか」という

農協事業の意義・目的が検討されていない

◼ 外野からの声に振り回され、形式を整えることに集中し、組合員の真の期待に応えられない

「組合員の生活向上」、「次世代対策」、「組合員の囲い込み」などお題目が並んでいるだけで、具体的な

行動計画に落とし込まれていないため、解決すべき課題への取り組みがおざなりになり中期経営計画が

形骸化しています

◼ 成果（達成状況）を定義し、測定するという観点がない

◼ プロセス目標を設定し、目標達成に向けて進捗状況を管理するという観点がない

前例踏襲の

中期経営計画

組合目線の

中期経営計画

具体性のない

中期経営計画
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中期計画策定における役員の役割

中期計画を策定しているつもりで、単年度の「目標設定」しかしていない役員がいます

目標設定 戦略策定

何をどこまでやるかの
目安になる指標

選択と集中の判断軸

目標（数字）だけつくって、どう実現するかは職員に任せるという
自称“ボトムアップによる戦略策定”をしている役員は、戦略を立てずに目標設定しているだけです
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戦略策定のポイント

役員が意志をもって「選択」することで、組合として「今、何をすべきか」が示されます

八方美人な指標の羅列

組合の経営資源（ヒト・モノ・カネ）を
集中すべき重要な課題を絞り込む

総花的な取り組みに経営資源を分散することは、経営資源に余裕があったからこそできたのであり、
今、農協として「何をしないか」を決めることが求められています
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役員の明確な意志（想い）は組織のポテンシャルを最大限に引き出します

役員の意志（想い）で職員を動機づける

業務のベクトルを合わせる

…

組織を正しい方向に導く
リーダーの育成

＋
各個人の自律性を強化

↓

組織のポテンシャルを
引き出す

推進リーダーの育成 個人のモチベーション強化

◼ 組合が取り組むべき戦略

テーマについて、事業の壁を

越えて総合事業の強みを発

揮させます

◼ 重要な課題以外から経営資

源を引き上げ、重要な課題

に経営資源を回します

◼ 農協のありたい姿を管理職・

中核職員が深く理解し、共感

することで、組織の末端まで

ありたい姿を浸透させます

◼ 管理職・中核職員が目指す

姿を自らの言葉で配下職員

に伝えることで「自分たち」の

ありたい姿になります

◼ 個人が遂行する日常業務と

ありたい姿とが結びつくこと

で業務の意義が明らかにな

り、目標達成を自律的に目

指すよう動機づけられます

◼ 農協のありたい姿に共感す

ることで、努力する価値を

見出すことができます
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農協のありたい姿を描く

役員の「想い」を反映した農協の将来像を明確に示すように助言・指導します

農協の現状

中期経営計画

農協の将来像

論理的に積み上げられた事業計画

環境分析に基づいた定量目標・定性
目標の設定により財務数字の達成に
向けた道筋を示した計画

◼ 定量目標：数値的な目標
◼ 定性目標：数値に関わらない目標

役員の実現したい「ありたい姿」

役員がこの農協で達成したいことであ
り、何のために農協事業をするのかと
いう質問に対する答え

整
合

中期経営計画の策定には役員の「想い」が何より
大切です。それと同時の考え抜かれた計画がな
ければ実行はおぼつきません。



© 2021. For information, contact Deloitte Touche Tohmatsu LLC.12 中期計画策定の心構え

農協職員の「価値観」（行動規範）

（参考）
わたしたちは、安心・信頼に基づいて組合員と取引する職員を目指すことを誓います

１．わたしは、地域の食と農に対する農協職員としての責任を全うします

１．わたしは、「あなたに必要だ」と自信を持って言えないなら勧めません

１．わたしは、組合員、地域住民、同僚との会話を楽しみます

１．わたしは、地域の将来に必要になることを“今”実行し、地域活性化に繋げます

職員は所属部署に関わらず地域の食と農を豊かにするという責任感を持ち、農家に自ら声をかけたり、農家が農業をしやすい環境を整
備したりすることで、管内農業の活性化に取り組みます。また、地元野菜を積極的に消費するとともに、自分の周りや地域全体での食育
活動をとおして地元に農業があることの素晴らしさを地域に伝えます。

職員は、長期的視野に立って地域の将来に必要な事業や施設を考え、すぐに提案し、実行に移します。また、農協が将来に渡って地域か
ら必要とされる組合となるために、目先の利益に走ることなく、“将来の組合員”との関係を構築するための活動を実践します。

組合員や地域住民にとって農協は単なる手続きをする場所であってはいけません。組合員や地域住民にとって農協は行きたい場所であ
り、農協職員は会いたい人でなければなりません。そのために、職員は、組合員との会話を楽しみ、組合員や地域住民から「あなたと会っ
て話がしたい」と思われる存在になります。

農協と組合員との関係は短期的な損得に基づくものではなく、相互理解のうえに成り立つ信頼関係です。この信頼関係は、個々の職員が
ひとりで築きあげたものではなく、過去の職員（先輩）が組合員と向き合い築き上げてきたものです。そのため、現在の職員は、過去から
つながる信頼を未来へつなぐために組合員にとって必要だと信じる仕事に邁進します。
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“無理に売るな。客の好むものも売るな。

客のためになるものを売れ”
–松下幸之助
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組合員・職員の心に訴えかけ、ありたい姿に対する共感を生み出すのは、データにも
とづく「客観性」よりも役員の“やりたい”という「熱意」です

組合を動かす役員の覚悟

データ ＜ 意志

分析 ＜ 想い

客観性 ＜ 熱意
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“何としても二階に上がりたい、どうしても二階に上

がろう。この熱意がハシゴを思いつかせ、階段を作
りあげる。上がっても上がらなくてもと考えている人
の頭からは、ハシゴは生まれない。”

－松下幸之助（パナソニック創立者）
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